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研究成果の概要（和文）： 
この研究は、製品アーキテクチャ、コア・コンピタンス、情報技術との関係を分析する国際比
較調査である。代表的な成果として、私は『Building Network Capabilities in Turbulent 
Competitive Environments: Practices of Global Firms from Korea and Japan』(Taylor & 
Francis LLC, 2012) と 「 Product architecture, organizational capabilities and IT 
integration for competitive advantage」 (International Journal of Information Management, 
2012)などを出版した。この研究では、IT システム構成のタイポロジーとして、（1）組立メー
カーとサプライヤー間の IT 統合の程度、（2）製品設計情報の構造（すなわち製品アーキテク
チャ）を提示した。研究結果によると、日本企業と比較して、韓国企業は高い IT 統合レベルを
達成しただけではなく、良い市場パフォーマンスを達成していることを示唆している。さらに、
この研究は、IMIS（統合型ものづくりＩＴシステム）の新しいコンセプトを提案している。上
記の成果に基づき、この研究はグローバル市場で競争優位を達成するための効果的ＩＴ統合戦
略に対する貴重な洞察を提供している。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study is an international comparative study to analyze relationships among product 
Architecture, Core competence, and Information Technology. As a representative 
performance, I published “Building Network Capabilities in Turbulent Competitive 
Environments: Practices of Global Firms from Korea and Japan”(Taylor & Francis LLC, 2012) 
and “Product architecture, organizational capabilities and IT integration for 
competitive advantage” (International Journal of Information Management, 2012), etc. 
In this research, a typology of IT system configurations is presented based on (1) the 
degree of IT integration between assembly makers and suppliers and (2) the structure of 
product design information (i.e., product architecture). Results of this study suggest 
that Korean firms accomplish a greater level of IT integration compared to the other 
Japanese firms and thus attain better market performance. Furthermore, this research 
suggests a new concept of IMIS (Integrated Manufacturing Information System). In this 
sense, this study offers valuable insight on effective IT integration strategy for 
competitive advantage in the global market. 
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１．研究開始当初の背景 
従来の情報技術(IT)に関する研究は主に IT
導入により組織の成果が上がり、あるいは新
しい事業機会が提供されたりすることを強
調してきた。ところが、90 年代後半に入り、
本当に IT を導入すれば成果が上がるのかと
いう疑問が起こってきた。実際、日本企業は
1980 年代に IT 先進国に追いつくために無理
をして大規模なシステムを導入し、あるいは
横並び的に IT 投資を行ってきたが、必ずし
も十分な成果があったとは言えない。 
私の研究も含めた近年の研究が明らかにし
てきたのは、IT を導入して高い成果を収める
ためには、組織の能力、とりわけ組織の中核
能力(コア・コンピタンス)と導入される情報
システムとの間に何らかの適合性が必要な
ことである。そもそも、組織はそれぞれ異な
った強み＝コア・コンピタンスを持っており、
IT がいかにすばらしい機能を持っていても、
そのような組織の強みを生かすことが出来
なければ IT の価値は失われてしまう。組織
において IT を効率的に導入・利用するため
には、まず組織のコア・コンピタンスを把握
した上で、そのコア・コンピタンスを高める
ような IT 投資を行わなければならない。 
さらに、これまでの研究から明らかになって
きているのは、このコア・コンピタンスと情
報システムとの適合性は、製品アーキテクチ
ャのような製品の特性とも関係があるとい
うことである。コア・コンピタンスは製品の
開発、生産、販売において発揮されるもので
ある以上、製品アーキテクチャとコア・コン
ピタンスはある程度適合的でなくてはなら
ず、また製品アーキテクチャによって適合的
な情報システムは異なりうるであろう。 
しかし、これまでの研究は、主にフィールド
調査によって、日本の代表的な産業を対象に
製品アーキテクチャ、コア・コンピタンス、
情報システムの 3者間の関係をある程度分析
したものの、日本のほかの産業に対する分析
および日本と他国との比較研究がほとんど
行なわれていないのが現状である。 
 
２．研究の目的 
以上のことから、この研究では製品アーキテ
クチャと情報システムの導入・利用、そして
IT 活用のコア・コンピタンスの三者間の適合
性を分析し、そこから国ごとの各産業・各企
業において IT を効率的に導入・利用するに
はどのようにしたらよいかを明らかにして
いく。このような目的のために、この研究で
は日本のみならず韓国・米国の製造業にも焦

点を当て、日韓米の比較分析を行う。 
 
３．研究の方法 
本研究では日本のみならず韓国・米国の製造
業企業を取り上げ、インタビュー調査とアン
ケート調査を組み合わせる形で、製品アーキ
テクチャと情報システムの導入・利用、そし
て IT 活用のコア・コンピタンスの三者間の
適合性に関する日韓米の国際比較を行う。国
際比較調査のために、代表研究者主催の「統
合型ものづくり IT システム」研究会に参加
している日本企業と、韓国、米国大学の協力
研究者との研究ネットワークを活用し、日
本・韓国・アメリカ企業を訪問し、平成 21
年度にはインタビュー調査を実施し、平成 22
年度には日韓の製造企業を対象にそれぞれ
1000 部のアンケート調査を行ない、平成 23
年度にその分析結果をまとめて、その成果を
発信する。 
 
４．研究成果 
本研究の目的は、日韓米の製造業における製
品特性と組織のコア・コンピタンス、そして
情報システムの導入・利用との関係を明らか
にすることである。 
具体的に、CAD、SCM、ERP、PLM などの IT シ
ステムを取り上げ、製品アーキテクチャおよ
び組織のコア・コンピタンスとの関係を分析
し、国家間の差異を究明し、効率的 IT シス
テムの利用の方法を提示することを目的に
した。 
2009 年度には、日本の製造業界の企業と韓国
企業を中心にインタビュー調査を実施した。
インタビュー調査では、各企業の情報システ
ム導入のプロセス、製品開発、生産、そして
販売における情報システムの利用の実態、情
報システムの成果と問題点を明らかにする
ことに焦点を合わせた。具体的に企業の製品
開発、生産、販売、IT システムの担当者との
インタビュー調査を行い、導入された情報シ
ステムが組織のコア・コンピタンスや製品ア
ーキテクチャとどのような関係にあるか、そ
してその成果はどうなっているかを重点的
に分析した。 
2009 年度の成果を予約すると、産業ごとの製
品アーキテクチャは異なっており、自動車産
業よりエレクトロニクス産業のほうがモジ
ュラー化の傾向が強く、その場合製品開発ス
ピードも速くならないといけないが、日本企
業の場合、市場への対応が鈍く、高い技術と
品質によって差別化を図るインテグラル型
の製品開発と IT 利用の傾向がみられた。そ



れに対して、韓国企業の場合、エレクトロニ
クス産業であれ、自動車産業であれ、モジュ
ラー化への傾向が強く、それをサポートする
ための経営の意思決定と IT 利用が明らかに
なった。とりわけ、IT システムはこうした速
い経営の意思決定のサイクルをサポートす
るツールとして用いられ、韓国グローバル企
業の独自の競争優位をもたらすようになっ
たことが分かった。2009 年度の成果は、論文
2 本、国際（国内）学会の報告 3 回によって
発信している。 
2010 年度には、日本・韓国企業に対するイン
タビュー調査を継続しながら、日本企業と韓
国企業に対するアンケート調査を行った。イ
ンタビュー調査では、日本企業の製品開発プ
ロセスと IT システムの活用との関係を分析
し、韓国企業に関する分析結果と比較した。 
2010 年度の分析結果として、第一に、製品ア
ーキテクチャフレームワークで日本と韓国
企業を比較した。クローズ-インテグロルア
ーキテクチャは、製品ライクサイクルが長く、
製品開発も相変らずアナログ的な要素が強
調されているが、オープンモジュラーアーキ
テクチャの製品の場合、逆に製品ライフサイ
クルが短く、製品開発もそれに対応したスピ
ードが要求される。韓国企業はそういう製品
アーキテクチャに対応するための組職構造
及び経営意思決定を追い求めたし、これが現
在の韓国グローバル企業のコア・コンピタン
スとして形成され、グローバル競争優位に結
び付いたことが分かった。 
第二に、グローバルビジネス環境の拡張によ
って新興国に対応する能力が重要になって
くるが、韓国企業は日本企業に比べて、グロ
ーバル市場に対応するカスタマーコンピタ
ンスを構築しており、従来乏しいテクノロジ
ーコンピタンスを補いつつ、両者をつなげる
リンケージコンピタンスを強化してきたと
いえるだろう。韓国企業では、こうしたリン
ケージコンピタンスを強化するための経営
の意思決定および IT 利用を行っていること
が分かった。2010 年度では、こうした結果に
基づき、日本企業のコア・コンピタンスを強
化するために IT システムとして IMIS モデル
を提案している。2010 年度の成果は、著書（共
著）1 冊、論文 2 本、国際学会の報告２回に
よって発信している。 
2011 年度には、事業最終年度として、これま
で行った調査結果を分析してその成果を発
信する作業を行った。とりわけ、製品アーキ
テクチャ、コア・コンピタンス、情報技術の
利用に関するモデルを検証するために、アン
ケート調査企業のうち、モデル別の対象企業
を選定し、追加的なインタビュー調査を実施
し、海外ジャーナルにその成果を報告し、研
究成果を出版した。 
具体的な研究成果としては、第一に、自動車

産業（インテグラル製品アーキテクチャに近
い産業）に属する企業の多くは自社の製品開
発プロセスに適合的な形で CADシステムを利
用しており、それが成果を上げているのに対
して、電子産業（モジュラー製品アーキテク
チャに近い産業）の企業では必ずしもそうな
ってはいないこと、また同じ産業に属してい
ても、CAD 利用による成果の向上には差があ
り、組織固有の能力に適合した情報システム
を構築・利用できているかどうかによって成
果が変わってくることを確認した。第二に、
従来の組織能力のコンセプトであるコンピ
タンスを、テクノロジーコンピタンス、カス
タマーコンピタンス、リンケージコンピタン
スの３つに分類し、製品アーキテクチャとの
関係を示す枠組みを提示し、BRICs などのよ
うな新興国市場に進出するための組織能力
として、リンケージコンピタンス（Network 
Capability）の重要性を突き止めた。 
2011 年度の成果は、著書および研究論文
（IJTM, IJIM などのＳＳＣＩジャーナル）、
国際学会の報告論文として出版しており、研
究論文 4 本、著書（共著）1 冊、国際学会報
告(3 本)を行った。 
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